
第１章 ｢従業員関係の枠組みと採用・退職に関する実態調査－労働契約をめぐる実態

に関する調査 (Ⅰ) －｣ の概要

第１節 調査の目的

近年､ 産業構造の変化の中で､ 企業の人事管理に関する意識が変化し､ 人事管理の個別化・

多様化等､ さらには就業形態や就業意識の多様化が進む中で､ 労働者が納得・安心して働く

ことができる環境作りや今後の良好な労使関係の形成に資するとの観点から､ 労働契約に関

するルールの整理・整備を行い､ その明確化を図ることの必要性が指摘されており､ 厚生労

働省においても今後の労働契約法制の在り方について包括的な検討が行われている｡

このため､ 本調査は､ 労働契約の成立から展開､ 終了に至るまでの各場面における労働契

約をめぐる実態を調査することにより､ 今後の労働契約法制の在り方に関する議論に資する

ことを目的として､ 実施したものである｡

なお､ 本調査は､ 厚生労働省からの研究要請に基づき､ 実施したものである｡

第２節 調査方法

１. 調査の分割

本調査は､ 労働契約の成立から展開､ 終了に至るまでの労働契約をめぐる実態を調査しよ

うとするものであり､ 調査事項が多岐にわたることから､ 調査事項間の関連が比較的強いと

考えられる労働契約の成立及び終了に係る事項とそれ以外の労働契約の展開に係る事項の２

回に分割して､ 調査を実施することとした｡

Ⅰ ｢従業員関係の枠組みと採用・退職に関する実態調査｣ (平成16年10月実施)

Ⅱ ｢労働条件の設定・変更と人事処遇に関する実態調査｣ (平成16年11月実施)

本報告書は､ Ⅰの労働契約の成立及び終了に係る ｢従業員関係の枠組みと採用・退職に関

する実態調査｣ の結果を取りまとめたものである｡

２. 調査対象

東京商工リサーチの企業データベースから､ 産業別 (11区分)・従業員規模別 (５区分)

に単純無作為抽出した全国の従業員規模10人以上の企業10,000社 (農林漁業に属する企業を

除く｡)

３. 調査方法

郵送配布､ 郵送回収

４. 実施期間

2004年10月12日～10月27日
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５. 回収数及び回収率

有効回答票 2765社 (有効回答率 27.7％)

６. 結果の集計

回収された調査票のデータは､ 産業別・規模別に全国の企業数 (総務庁統計局 『平成13年

事業所・企業統計調査』 結果を利用) に一致するように復元を行った｡ 産業別・規模別の調

査票配布数､ 有効回収数とウェイト値､ 復元された企業数は､ 図表１-１のとおりである｡

７. 統計利用上の注意

� 該当する事項が０の場合 ｢－｣ で表示した｡

� 企業抽出率の逆数を乗じて母集団に復元したものを調査結果として表章している｡ なお､

四捨五入の関係で百分比の合計が100.0にならない場合もある｡

� 報告書掲載の図表に示されている ｢n｣ は､ 原数値であり､ 復元する前の数値である｡

� 報告書掲載統計表の数値は､ 表章単位未満を四捨五入した結果である｡ なお､ 四捨五入

の結果､ 表章単位に満たない場合は､ ｢0.0｣ と表示してある｡

� ｢複数回答｣ の表示のある統計表は､ ２つ以上の複数回答のため百分比は合計すると

100.0を超える場合がある｡

第３節 回答企業の属性

回答企業の産業区分､ 従業員規模､ 会社設立年､ 事業所の展開､ 資本関係､ 業況､ 従業員

構成などの属性は､ 次の図表１-２､ 図表１-３､ 図表１-４､ 図表１-５､ 図表１-６､ 図表

１-７､ 図表１-８､ 図表１-９､ 図表１-10のとおり｡
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